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サイゼリヤは円安による食材コストの上昇に苦しんでいる（さいたま市南区の店舗）
13日の東京外国為替市場で円相場が一時1ドル=135円台前半と24年ぶりの円安・ドル高水準となったことを受け、首都圏1都3県の企業にコスト高騰などへの懸念が一段と広がった。原材料やエネルギーの価格高騰に加え、調達先の切り替えなどの影響も見られる。価格転嫁が難しいとされる中小企業などを中心に、収益環境への警戒感が強まっている。

円安は海外からの輸入に頼る原材料や飼料、エネルギーなどの価格上昇につながる。ミートボール国内大手の石井食品も原材料価格の上昇に頭を悩ませている。円安に伴い、競合他社の中には取引先を海外から国内に切り替える例が急増している。海外産飼料の値上がりで、商品に使う鶏肉の値段も上昇傾向が続いているという。

同社では効率化で価格高騰を乗り切ろうと、配送回数や残業を減らすなどの取り組みを進めている。ただ、「すべての価格が上がっている状況で、できることも限られている。抜本的な対処法はなく、経費の削減など地道な取り組みを積み重ねていくしかない」（担当者）とこぼす。

埼玉県吉川市に本社を置く外食チェーンのサイゼリヤは、ロシアのウクライナ侵攻の長期化で資源価格が上昇したうえに、円安での輸入食材の価格高騰が経営を直撃した。今後も「予断を許さない状況が続く」（同社）とみている。4月以降、新型コロナウイルス対策の時短営業や酒類提供などの制限が緩和され、ようやく業績回復への期待が高まっていたところだった。

燃料費の高騰で運送業への影響も大きい。トラック20台を所有する藤倉運輸（東京・足立）では、すでに「1カ月あたりの燃料費が昨年より50万円近く増えている」（藤倉泰徳社長）。今後も「円安の進展で燃料費は間違いなく上がる。この先どうなるか不安だ」と警戒感をあらわにする。

中小製造業からも懸念が出始めている。川口鋳物工業協同組合（埼玉県川口市）は「鋳物のユーザーである建設機械や産業機械メーカーなどは輸出しやすくなる側面がある。けれど、輸入品を基にした原材料の価格が高騰している。値上がりに拍車がかかるのではないか」と心配している。

インバウンド（訪日外国人）の受け入れが10日に再開し、円安は追い風になると期待されているが、現時点で海外からの観光客受け入れは一部にとどまり、効果は限定的だという。横浜市のヨコハマグランドインターコンチネンタルホテルは「インバウンドに期待はしている」としつつも、「むしろ食材価格の高騰の影響が出始めている」と円安が懸念材料になりつつある。


地域金融機関にとっても中小企業への支援体制が重要となる（東京都品川区の城南信用金庫）
コスト高は、大手企業に比べて立場の弱い中小企業や個人事業主への影響が大きくなりがちだ。城南信用金庫（東京・品川）によると、「飲食店や小売店などでは新型コロナの影響が収まり一安心と思いきや、今度は売り上げがあっても採算がとれなくなっている状況だ」（川本恭治理事長）。

同信金が5月に都内と神奈川県内の企業に実施した調査では、円安に伴う収益への影響で「悪影響がある」とした企業は全体の48.2%。反対に「好影響」は0.3%にとどまる。川本理事長は「まず顧客の資金繰りをしっかり支える。そのうえで、外部との連携を生かし、売り上げの確保など本業を支援していく」と話す。

「顧客に値上げをお願いしているが、応じてくれるところはなかなかない」（都内企業）、「行政には景気刺激策や企業の新たな事業を後押しする施策を求めていきたい」（さいたま商工会議所）との声も出ている。単独の企業や業界の企業努力で対処しきれないレベルの円安が進むことで、地域経済への影響が一段と広がりかねない。




